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研究成果の概要（和文）：ラオス北部でREDD+活動が進められている6村を対象に、本研究では森林減少・劣化の
抑制効果（≒GHG排出削減量）を土地被覆の解析から定量的に示し、同時にREDD+活動（代替生計）の導入による
生活システムの変化を民族ごと及び村ごとに比較解析した。その結果、民族及び村の特徴を考慮せずにREDD+活
動を進めることは、GHG排出削減量を獲得できたとしても、同時に副作用が生じる可能性が高いことが分かっ
た。加えて、民族及び村の特徴を指標化した上でのREDD+活動の評価（パフォーマンス評価）のための手法開発
について基礎データを提示するに至った。

研究成果の概要（英文）：This study quantitatively evaluated the effect of reducing deforestation and
 deterioration (i.e. GHG emission reductions amount) from the analysis of land cover for 6 villages 
where REDD+ activities had been promoted in northern Lao PDR. In addition, the changes of the life 
style and livelihood due to the introduction of REDD+ activities (alternative livelihood) were 
compared and analyzed by ethnic groups and villages. As a result, it was found that advancing REDD+ 
activities without considering the characteristics of ethnic groups and villages is likely to cause 
side effects at the same time, even if GHG emission reductions were obtained. In addition, 
fundamental data were presented on method development for evaluation of REDD+ activities 
(performance evaluation) based on the characteristics of ethnic groups and villages.

研究分野：自然共生システム関連

キーワード： 代替生計　生活システム　ケーパビリティ

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
REDD+活動によりGHG排出削減量を得るにあたっての難易度は、村が有する自然資源に依存することを示した。さ
らに、民族の慣習や生活スタイルにより、焼畑移動耕作を代替する生計を均一で導入しようとすることの課題が
浮き彫りになった。そのようなREDD+活動の場合、結果としてGHG排出削減量を獲得できても包括的には大きな効
果が期待できないことを示すことができた。なお、ラオス北部で進められているJCMの下でのREDD+事業では、本
研究が示した包括的なパフォーマンスの視点が含められる見通しとなった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
研究対象としたラオスは東南アジアの中で最貧国に位置付けられ、北部の山岳地帯では焼畑
移動耕作が生業の中心となっており、相対的に南部と比較して経済発展が進んでいない。そうし
た中、ラオスでは 2030年までに森林分野で 60～69百万 t-CO2（2000年の GHG総排出量をほぼ
オフセットする量に相当）の排出削減を国際公約としており、そのためには焼畑移動耕作を管理
しつつ森林減少・劣化を抑制すること（REDD+）が主要命題となっている。このため、北部の村
落開発と森林保全の双方を両立させることが喫緊の課題として認識されている。一方、REDD+
事業への評価方法としては、温室効
果ガス（GHG）排出削減に基づく方法
が広く国際的に導入されようとして
いる。ただし、その場合では過度に
GHG排出削減に注力し、村落開発の
視点が十分に担保されないことが懸
念される。つまり、GHG排出削減だ
けではなく、包括的に森林保全に係
るパフォーマンスを評価する手法が
重要となる。 
なお、研究対象地であるルアンプ
ラバン県ポンサイ郡ホアイキン村落
クラスター（図 1）では、二国間クレ
ジットメカニズム（JCM）の下で
REDD+実証事業が進められた。この
REDD+事業では、自然環境及び社会
環境の違いが森林保全を進めるため
の難易度に関係することに留意しつ
つ、成果としてパフォーマンスへの
妥当性・公平性を確保することが重
要だと考えられた。 
 
２．研究の目的 
ラオス北部での REDD+事業では、拡大する焼畑移動耕作に起因する森林減少・劣化に対して、
その抑制のための活動（REDD+活動）が実施されていた。一方、上述の通り現状では REDD+活
動の成果を GHG排出削減量という単一指標で評価することとなっており、村落レベルにおける
森林保全への活動を適格に評価できず（総合的・包括的にパフォーマンスを評価できず）公平性
を確保することに危惧があった。 
以上を踏まえ、本研究ではラオス北部（ルアンプラバン県ポンサイ郡ホアイキン村落クラスタ
ー）の 6村における REDD+実証活動を通し、自然特性（現在の森林率の高低及び地形等）及び
社会特性（民族構成、潜在能力（Capability）等に基づく活動実施の社会的難易度）等を考慮し、
その上で公平性を確保したパフォーマンス評価手法の開発を進めた。 
 
３．研究の方法 

REDD+事業の対象となる 6 村について、自然環境及び社会環境の違いと土地・森林利用の関
係を、村別及び民族別に分析した。具体的には、対象 6村の土地・森林被覆の動態、地形（標高・
傾斜）、そして社会条件としての民族性、森林資源への依存度（生計）、その他産業への流動性と
いったデータから分析した。加えて、こうした基礎情報を踏まえ、地域住民に対して調査票（半
構造式及び 5段階程度の間隔尺度による）を用いた対面式インタビューを行い、村別及び民族別
に REDD+活動を実施する上で難易度が異なるかを定量的に示した。さらに、REDD+活動の成果
を総合パフォーマンスとして評価するための手法を検討し、そのために必要となるポンントを
提示した。また、2020年以降の REDD+にパフォーマンス評価を導入することによる意義に言及
した。 
 
４．研究成果 
（1）研究対象とした 6村の特徴 

REDD+事業の対象地である 6村を比較すると、Houayha村は混交林面積が 81.8ha/世帯であり、
休閑地面積は 55.9ha/世帯と利用可能な土地・森林面積が大きく、一方で Sakuan村や Phakbong村
は世帯あたりの利用可能な土地・森林面積は著しく小さかった。つまり、REDD+事業の対象地
である 6村では使用可能な自然資源の量に大きな差があることが明らかだった。加えて、それぞ
れの村では 2012年から 2018年の REDD+事業期間で人口及び世帯数が大きく増加傾向にあった
が、こうしたトレンドに応じて森林面積が減少する傾向が確認された。ただし、こうしたトレン
ドは世帯当たりの利用可能な土地・森林面積によって異なっていた。 

REDD+事業が行われた 2012年から 2018年における 6村の土地被覆を高解像度の衛星画像か
ら解析ところ、6 村合計では少なくとも直近 20 年間は焼畑移動耕作の対象になっていない混交
林が 2.9%減少し、焼畑から 20 年以内の休閑地は 4.1%増加だった。また、当年での火入れ面積

図 1  ポンサイ郡ホアイキン村落クラスター 
Houaykhing村、Houaytho村、Houayha村、Phakbong村、
Sakuan村、そして Longlath村からなる。Longlath村は
正規の村と認められておらず、一部の REDD+活動は実
施されていない。 
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である焼畑地はほぼ一定だった。これらより、ホアキン村落クラスターでは、その周辺と比較し
て森林減少・劣化を抑制していることが示された。従って、いずれの村でも REDD+活動の効果
として GHG排出削減量が獲得できたことが分かった。 
なお、REDD+事業が集中的に対象とした 5 村を個別に解析すると、世帯数及び人口あたりの
土地・森林面積が異なっていたことに起因し（土地・森林資源への依存度が異なり）、混交林を
大 き く 減 少 さ せ た
Houaytho 村、ほぼ一定
だった Houayha 村のよ
うに大きな違いがあっ
た（図 2）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2  REDD+事業の対
象村における土地・森
林面積の変化（Longlath
村を除く） 

 
（2）REDD+活動の効果検証 

REDD+事業の効果は、上述した通り一般的には GHG 排出削減量で評価される。本研究でも
REDD+事業が対象とした 5村で GHG排出削減量を比較検証し、同時にその GHG排出削減量が
村もしくは民族のケーパビリティとどのように関係しているかを示した。 
① GHG排出削減量の定量化 
いずれの村においても、人口増加により土地・森林資源への依存度が高まり、炭素ストック量
（その差分が GHG 排出削減量となる）は減少傾向にあった。上述した Houaytho 村のように混
交林が減少した村、そして休閑地を含めて森林全体が減少した Sakuan村では炭素ストック量の
減少が顕著だった。一方、Houayha 村や Phakbong村では炭素ストック量に大きな変化がなかっ
た（図 3） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
図 3  REDD+事業の対
象村における炭素スト
ック量の動態（Longlath
村を除く） 

 
以上について、図 2及び図 3の結果を踏まえて、住民インタビュー及び参加型ワークショップ
を通して生計活動の変化との関係を調べた。その結果、1）Phakbong村では幹線道路に面してい
る特徴を活かし、都市部での就労からの世帯収入の増加があり、その結果として焼畑移動耕作へ
の依存度が軽減したことが分かった。また、Houayha村では世帯あたりの土地・森林面積が十分
だったため、家畜飼育を拡大して生計向上が進んでも森林を放牧地に転換する必要がなかった
ことが分かった。つまり、村の特徴により焼畑移動耕作の代替生計への移行の難易度が異なって



いたことが分かった。一方、Houaytho村や Sakuan村では世帯当たりの土地・森林面積が小さい
こと、さらに幹線道路から離れていること等の理由から家畜飼育を拡大するにあたり森林から
放牧地への転用が進む結果となり、混交林が減少したことが分かった。 

 
② 村別及び民族別の森林依存度の変化 
以上の村ごとの解析結果を踏まえ、REDD+事業の対象地の合計 97世帯（全世帯の 14.9%）に
ついて、世帯当たりの土地・森林面積が大きくモン族で構成される Houayha村、世帯あたりの土
地・森林面積が小さくカム族で構成される Sakuan村と Phakbong村、さらにカム族とモン族の双
方で構成される Houaykhing 村と
Houaytho村の 3つのグループに判別
できるかを分析した（判別分析の適
用）。目的変数としては、1）生計の
依存先（焼畑移動耕作か家畜飼育か
等）、2）土地・森林の所有面積、3）
生活の満足度、さらに 4）村内での連
携・協働活動の程度等を用いた。 
その結果、それぞれの世帯は

70.1%の判別率で 3 つのグループに
属することとなり、村及び民族をグ
ループ化するにあたっての目的変数
の妥当性が示された（図 4）。以上か
ら、REDD+事業を通して GHG 排出
削減量を得るための難易度に関係す
るポイントが示唆された。 
 
 
 
図 4  判別分析の結果（それぞれの
重心）から 3つのグループを生計の
特徴等から図化したもの 
 
（3）REDD+活動の成果を総合パフォーマンスする際のポンント 
以上より、REDD+活動により GHG排出削減量を得るにあたっての難易度は、村が有する自然
資源に大きく依存することは明らかだった。さらに民族の慣習や生活スタイルにより、均一の代
替生計（対象とした REDD+事業の場合は主に家畜飼育）を導入しようとすることに対して、そ
れぞれの受容性という観点から課題が浮き彫りになった。 
結果として、GHG排出削減量だけで REDD+事業効果を評価することは適切とは言い難く、上
述した村の自然資源に加えて、それぞれの村もしくは民族別の土地・森林の所有面積や、村内で
の連携・協働活動の程度（異なる民族や異なる移民時期を踏まえた上での協働の程度）等を踏ま
えて総合的かつ包括的に事業効果を評価することの重要性が示された。こうした評価（さらには
成果への支払い）により、REDD+事業を受容するにあたっての参加意欲が確保され、REDD+事
業の持続性を確保することにも繋がることが示唆された。 
なお、ラオス北部で進められている JCMの下での REDD+事業は 2020年度に本格稼働を見込
んでいるが、事業効果の評価にあたっては本研究が示した包括的なパフォーマンスの視点が含
められる見通しとなった。 
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